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後期高齢者医療被保険について

　新しい被保険者証（藤色）は、簡易書留で7月中に
郵送します。有効期限は平成30年7月31日です。
　届きましたら、氏名・生年月日・負担割合（右記参
照）などの記載内容をご確認ください。
　現在お使いの被保険者証（オレンジ色）は、8月1日㈪以
降に、ご自身で破棄していただくか、住民課にお返しくだ
さい。7月中には返却しないようお願いします。

　該当すると思われる方には、基準収入額適用申請書
を郵送しています。収入金額を証明できる書類（確定
申告書の写しなど）を添えて申請してください。
　手続きの際は、本人確認のための身元確認書類とマイ
ナンバーが確認できる書類の提示が必要となります。
※収入額が右記の基準額を超える方は該当しません。
また、収支上の損益にかかわらず、確定申告をした
ものはすべて収入額に含まれます。

　現在お持ちの減額認定証の有効期限は、7月31日㈰となっています。すでに交付されていて、世帯全員が住民税
非課税の方には、新しい減額認定証を7月下旬に郵送します。改めて申請する必要はありません。
　減額認定証を医療機関の窓口に提示すると、保険適用の医療費の自己負担限度額と入院時の食費が減額されます。
世帯全員が住民税非課税の申告をされている方で、まだお持ちでない方は、住民課までお問い合わせください。

3割負担から1割負担に変更できる場合があります（基準収入額適用申請）　　

後期高齢者医療被保険者証（保険証）が新しくなります

限度額適用・標準負担額減額認定証（減額認定証）の更新は8月1日㈪です

自己負担
の割合

後期高齢者医療
被保険者数

収入判定基準
（平成27年1月1日から12月31日までの収入で判定）

収入額が
383万円未満

収入合計額が520万円未満

世帯に1人

世帯に複数

所得区分 平成28年度住民税課税所得
（平成27年中の所得から算出）

1割 一般 同じ世帯の後期高齢者医療被保険者全員が
いずれも145万円未満の場合

同じ世帯の後期高齢者医療被保険者の中に
145万円以上の方がいる場合3割 現役並み

所得

ただし、383万円以上でも、同世帯に
他の医療保険制度に加入の70から74
歳までの方がいる場合は、その方と
被保険者の収入合計額が520万円未満

国民健康保険　限度額適用認定証について

70歳未満の方
　限度額適用認定証を医療機関の窓口に提示すれば、1カ月ごとの１医療機関での窓口の支払額（保険
診療分）が次の自己負担限度額までになります。なお、入院時の食事代、保険適用外の差額ベッド代
などは対象外となります。

※旧ただし書所得：旧地方税法第292条第4項ただし書きの課税総所得金額と同じ方式による算定所得
※住民税非課税世帯は限度額適用・標準負担額減額認定証を提示すれば、入院時の食事療養標準負担額、生活療養標準負担額も減額
　されます。

▶限度額適用認定証および限度額適用・標準負担額減額認定証が必要な方は、被保険者証と印鑑、マイナンバーを持参の上、住民  
   課で認定証の交付を受けてください。
▶7月31日㈰までの有効期間の認定証の交付を受けている方で8月以降も認定証が必要な方は、新たに申請が必要です。

※低所得Ⅱ（世帯主と世帯内の国民健康保険被保険者が全員住民税非課税の場合）
※低所得Ⅰ（世帯主と世帯内の国民健康保険被保険者が全員住民税非課税、かつ、所得が０円の場合）
※低所得Ⅰ・Ⅱの方は限度額適用・標準負担額減額認定証を提示すれば、入院時の食事療養標準負担額、生活療養標準負担額も減額
　されます。

区分 所得区分 限度額：3回目まで（12月以内で）
旧ただし書所得901万円超 252,600円＋（総医療費－842,000円）×１％（4回目以降：140,100円）

16７,400円＋（総医療費－558,000円）×１％（4回目以降：   93,000円）

80,100円＋（総医療費－267,000円）×１％（4回目以降：   44,400円）

57,600円（4回目以降： 44,400円）

35,400円（4回目以降： 24,600円）

旧ただし書所得600万円超～901万円以下

旧ただし書所得210万円超～600万円以下

旧ただし書所得210万円以下

住民税非課税世帯

上位所得者（イ）

上位所得者（ア）

一般　　　（エ）

一般　　　（ウ）

住民税
非課税世帯（オ）

70歳以上の方
　被保険者証と高齢受給者証を医療機関の窓口に提示するのみで、1カ月ごとの1医療機関での窓口の
支払額（保険診療分）が次の自己負担限度額までになります。なお、入院時の食事代、保険適用外の
差額ベッド代などは対象外となります（ただし、課税世帯の場合は、認定証は交付されません）。

現役並み所得者

所得区分
外来(個人ごと) 外来＋入院（世帯単位）

課税所得145万円以上 44,400円

12,000円

8,000円

80,100円＋（医療費―267,000円）×1％（4回目以降は44,400円）※12月以内で

44,400円

24,600円

15,000円

課税所得額145万円未満

住民税非課税

住民税非課税（所得が一定以下）

一般

低所得Ⅱ

低所得Ⅰ

問合せ　住民課　　 557－7578

問合せ　住民課　　 557－7578

限度額

広域連合お問い合わせセンター　　0570（086）519

※平成 28 年度の保険料決定通知書および保険料納入通知書は、7月中旬に郵送します。
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国民健康保険について

医療費の適正化について

▶解雇などによる失業者の特例があります
　解雇などで職を失った方は、対象者の前年の給与所得を100分の30とみ
なして国民健康保険税を算定する特例です。ただし、世帯に属するその
他の被保険者の所得は通常の額を用います。

▶短期証の交付について
　現在、国民健康保険税を滞納している方に、短期証（有効
期間の短い被保険者証）を交付しています。
　有効期限の過ぎた短期証は、使用できませんので、更新の
手続きをお願いします。
※未納の国民健康保険税の納付方法などは税務課でご相談く
　ださい。その後、被保険者証を住民課の窓口で交付します。
※短期証を交付している世帯の中で、保険税の督促、催告に
　応じない世帯には、国民健康保険法第9条第6項の規定によ
　り、被保険者資格証明書を交付することになります。

▶被保険者資格証明書について
　被保険者資格証明書では、医療機関に受診し
たときに医療費の10割（全額）を支払い、7割を
ご自身で町に請求する手続きが必要になります。
※保険税が納付できない特別な理由がある方
　は、税務課で納税相談をお願いします。
問合せ
▶短期証などについて　住民課　　557―7578
▶納税について　税務課　　557―7529　

対　象　
①65歳未満の雇用保険の特定受給資格者
 （倒産、解雇などの事業主都合により離職した方）
②65歳未満の雇用保険の特定理由離職者
 （雇用期間満了で更新希望にもかかわらず更新されなかった方など）
軽減期間　離職日の翌日の属する月からその月の属する年度の翌年度末までとなります。

▶ジェネリック医薬品に関するお知らせ
　現在使用している薬をジェネリック医薬品に切り替え
た場合、自己負担額の縮減が見込まれる方へ負担額がど
の程度変わるかを試算した「ジェネリック医薬品に関す
るお知らせ」を7月・10月・2月に郵送する予定です。

▶接骨院・整骨院、鍼灸院、マッサージ院の施術内容の
　点検にご協力をお願いします
　国民健康保険に加入している方を対象に、柔道整復
（接骨院・整骨院）、鍼灸院、マッサージ院にかかった
際の施術内容について施術内容の点検を実施していま
す。委託先から施術内容の確認
の手紙が届きましたら、回答の
ご協力をお願いします。
委託先：
ガリバーインターナショナル（株）

　現在お使いいただいている高齢受給者証の有効期限は7月31日㈰です。8月1日㈪を過ぎても届かない場合は、住民課
へお問い合わせください。

国民健康保険税を滞納している方へ

医療費の適正化について

高齢受給者証は７月中旬に郵送します

平成28年度国民健康保険税納税通知書を7月上旬に郵送します
国民健康保険は病気やけがに備えて、お金を出し合い、みんなで助け合う制度です。

▶納付が困難な場合は、
　お早めにご相談ください
　被災や収入の著しい減少で生
活困窮と認められる場合は、保
険料の減免を受けられる場合が
あります。

※すでにジェネリック医薬品に切り替えた方や医師と
相談された方で、通知不要の場合は、住民課へご連
絡をお願いします。

※詳しくは、お問い合わせください。

問合せ　住民課　　 557－7578

　生活習慣の変化や高齢者の増加などにより、近年、糖尿病などの生活
習慣病になる方が増加しています。生活習慣病は、一人ひとりがバラン
スの取れた食生活、適度な運動習慣を身に付けることにより予防ができ
ます。国民健康保険税納税通知書に同封のご案内をご覧ください。

問合せ　保健センター　　 557－5108

問合せ　コールセンター　　0120（53）0006　

生活習慣病予防のための
健康診査・保健指導の
積極的な利用をお願いします
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